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＜はじめに＞ 

 

協会を取り巻く事業構造の変化や職員の高齢化など、当協会が直面する中期的な経営

課題を踏まえ、2025 年から 2027 年の 3 年間を「次の 10 年に向けた組織力強化期間」

と位置づけ、持続性のある強い協会組織に向けて体制整備などに取り組む。 

令和 7(2025)年度事業計画においては、強化期間の初年度として組織体制の枠組みを

構築していくこととし、新体制を以って、下記の方針で各種業務の遂行や効率化を進め

るとともに、職員の業務パフォーマンスを高めていく。 

また、賛助会員に役立つ情報の提供、賛助会員の下支えとなる協会ならではの活動に

も注力していく。 

 

(Ａ) 公益目的事業及び支援(共益)事業について、組織の統合を行い、シナジー効果の

最大化に取り組む。 

(ア) 時宜を得た賛助会員サービスの強化を図る。 

(イ) 研究会及び機関誌の更なる魅力の向上を図る。 

(ウ) 各事業で行う各種作業の一層の効率化を図る。 

(Ｂ) 収益事業について、協会の活動を以って付加価値の提供が見込める受託案件に集

中して取り組む。 

(ア) 提案元に対して協会で提供できる付加価値事項の提案の強化を図る。 

(イ) 優先案件を重点的に開拓し、その事前準備の徹底を図る。 

(ウ) 収支管理の強化を図る。 

(Ｃ) 働き甲斐を改善するものとして、組織力強化に資する職員それぞれの業務パフォ

ーマンス強化に取り組む。 

(ア) ノウハウ、人脈、知識などについて組織の財産化を図る。 

(イ) コミュニケーションの活性化を図る。 

(ウ) ICT を活用した業務効率化を推し進める。 

 

なお、上記（B）に関し、2025 年度において想定される以下の事業を始めとする ITU

や APT 等の行事や国等が実施する ICT 関連事業について、状況に十分配慮しつつ、事業

運営を行う。 

(a) デジタル海外展開プラットフォーム（JPD3） 

(b) 万国郵便大会議（2025 年 9 月 ドバイ（アラブ首長国連邦）） 

(c) 世界電気通信開発会議（WTDC-25）（2025 年 11 月 バクー（アゼルバイジャン） 

(d)  APT 研修 

 

以上を踏まえ、次の事業を実施する。 

 

第１ 公益目的事業 

公益に資するものとして次に掲げる事業。 

① 研究会、セミナー、講演会等事業 

② 機関誌発行事業 

③ 情報発信事業 

④ 顕彰等事業 
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第２ 支援(共益)事業 

賛助会員に共通する利益に係る活動として、ITU、APT等に関する情報提供やこ

れら関係者間の情報交換の場の提供などを実施する事業。 

 

第３ 収益事業 

総務省、ITU、APT、JICA、賛助会員等からの受託業務等、当協会の財務基盤の

強化・安定化に資する事業。 

 

第４ 組織運営 

少人数で高いパフォーマンスを発揮することが求められる組織として、柔軟な

人財活用、ノウハウの承継、業務連携等を行い、ICTによる業務効率化を図る。 

また、組織運営のあり方に関して主要賛助会員等からなる会議体で意見をいた

だき協会活動に反映する等、賛助会員連携を図り組織を運営する。 

 

 

第１ 公益目的事業 

公益に資する事業については、その意義を踏まえ、着実に実施する。 

１ 研究会、セミナー、講演会等事業 

(1) 研究会事業 

研究会は、次に掲げる 3 分野について、タイムリーで、関心度が高く、先駆的

な注目すべきテーマの設定、通信事業以外の分野における ICT を活用した先駆的

なテーマの設定、講師の選定を行い、原則毎月開催する。 

また、世の中に定着したオンライン会議システム利用のメリットを活かして、

地理的、時間的な制約を排し、参加をより容易にし、海外からの講演や参加を視

野に入れるなど、協会の独創性を活かした内容の充実を図る。これらの取組みに

より、研究会への参加者数の増大、参加者層の拡大等、事業価値の向上を図る。 

賛助会員には、研究会の開始前に講演資料をダウンロードできる URL を提供す

る他、研究会後は、過去開催分を含め、研究会の講演資料を賛助会員向けサイト

からダウンロードを可能とし、賛助会員の事業活動への貢献を図る。 

①  情報通信研究会 
ITU 事務総局の主要会合、情報通信分野における国内外の「政策、法制」「IoT、

AI に活用、デジタルトランスフォーメーション(DX)、量子技術等の技術開発動

向」並びに「持続可能な開発目標(SDGs：Sustainable Development Goals)への

取り組み状況」「電気通信開発部門(ITU-D)の活動」「我が国の国際協力」等をテ

ーマに取り上げる。また、情報通信事業以外の分野における ICT の活用にも着

目し、多様なニーズをテーマに取り込む。 

② ITU-R(無線通信)研究会 

ITU-R の活動状況及び放送、衛星放送を含む無線通信分野における技術開発、

標準化、実用化の動向等をテーマに取り上げる。 

③ ITU-T(電気通信標準化)研究会 

ITU-T の活動状況及び電気通信分野における技術開発、標準化、ネットワーク

運用ルール、実用化の動向等をテーマに取り上げる。 

(2) セミナー事業 

人材育成プログラムである「パフォーマティブセミナー」等の国際交渉力等に

関するスキルアップを図ることをテーマとするセミナーを開催する。 

セミナー開催に当たっては、標準化活動に限らず、幅広く国際交渉力向上に資
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することを伝え、幅広い人材の参加に向けた周知展開を検討する。 

(3) 講演会等事業 

ITU や APT の幹部層による訪日機会を活用し、又はオンライン会議により、賛

助会員等への情報提供、意見交換の場を提供する。 

   

２ 機関誌発行事業 

(1) ITU ジャーナル 

ITU、APT 等の活動に係る国内外の情報、ICT 技術、政策動向等を掲載する機関

誌「ITU ジャーナル」(Web ページ版)を月次発行する。発行に当たっては機関誌と

しての性格に配慮したテーマの設定、時宜にかなった時期の設定に配慮し、賛助

会員各社における先端的な取り組みにも焦点を当てる。また、発行に際して、効

率的・合理的な方法を検討する。 

(2) New Breeze 

我が国の情報通信、放送分野に関する政策、技術動向等を紹介する英文機関誌

「New Breeze」(冊子版及び Web 版)を季刊発行する。各国政府関係者、当協会が

実施した海外からの研修への参加者等に送付、通知をし、我が国と各国との関係

作りへの寄与を図る。 

 

３ 情報発信事業 

新たに作成した当協会ホームページの機能を活用して、ITU、APT や我が国の ICT

にかかる各種情報、動向を収集して情報提供するほか、賛助会員からの能動的な情

報の提供にも努める。また適宜、電子メールなどを活用して賛助会員等に周知を行

う。 

(1) 当協会が参画する ITU、APT 等の各種行事に関する情報を速報として展開する

とともに、研究会、当協会の機関誌、協会が行う顕彰事業等の情報をホームペー

ジに掲載する。 

(2) 迅速で、分かりやすく、親しみやすいホームページとするため、写真や映像を

活かしたコンテンツを多用する。 

(3) 賛助会員による自身の情報管理が行える仕組みを利用して、賛助会員情報の

現行化を図る。 

(4) ITU、APT やそれに関連する各種問い合わせ対応用に、ホームページの「情報

プラザ(FAQ)」コーナーに情報を蓄積する。 

(5) 海外の人々に対しても協会の活動を知る手段として、英語ページの内容の充

実に努める。 

 

４ 顕彰等事業 

「世界情報社会・電気通信日のつどい」を主催し、国際標準化活動及び国際協力

活動において顕著な功績を遂げた、もしくは今後の活躍が期待される個人及び団体

を表彰し、併せて講演会を開催する。 

 

公益目的事業の実施に当たっては、引き続き、経費の削減、効率化に努めるとともに、

事業の目的などを再整理し、集中と選択に努める。 
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第２ 支援(共益)事業 

ITU セクタメンバー及び APT アフィリエートメンバーとしての活動を通じて、賛助

会員向けに最新の情報提供を行う。 

１ ITU、APT 支援事業 

(1) ITU 会合情報連絡会開催による支援 

ITU-R、ITU-T、ITU-D 及び APT に関係する総務省職員、賛助会員等が一同に会

して情報交換を行い、参加者間の交流を促してネットワーキングを醸成する場を

提供する。 

(2) ITU、APT との関係強化、情報収集による支援 

ITU、APT 関連会合等に関する情報を賛助会員に提供する。 

また、国際電気通信連合（ITU）全権委員会議 2022 における選挙により発足した新体

制との緊密な関係作り、APT 幹部との関係強化に努める等、賛助会員の支援に資する

活動を行う。 

更に ITU、APT の主要会議情報や活動体制等を取り纏めた総合的な書籍「これで

わかる ITU 2025 年版」を発行し、賛助会員へ無償配布する。 

 

２ 情報の収集、展開、活用支援 

協会の公益目的事業の実施を通じて集積した ITU、APT に関する情報、途上国の市

場に関する情報を賛助会員に提供し、その情報の活用の支援や受託した事業の実施

に係わるビジネス機会の提供について取り組む。 

  

３ その他支援事業 

「世界情報社会・電気通信日のつどい」の日を中心とした 5 月の 1 カ月間、ITU

に関する周知活動の一環としてアマチュア無線特別記念局(8J1ITU)の開局、運営を

支援する。 

 

支援(共益)事業の実施に当たっては、引き続き、経費の削減、効率化に努める。 

 

 

第３ 収益事業 

国内外における ITU や APT 等の各種会合開催支援業務に関する総務省、関連団体、

賛助会員等からの受託業務等に取り組む。  

１ 受託等事業 

(1) 受託業務、会合等業務 

① ITU、APT 関連の運営事務等 

受託業務案件については、協会の培ってきたノウハウの活用、賛助会員がス

ムーズに集中して会議に挑めるような下支えをする事務局づくりといった協会

の付加価値を付けることが見込める案件については、重点的にその請負を目指

す。 

請負を目指すに当たっては、受託後の円滑で迅速な実施に資するため、事前

準備の徹底を図り、併せて収支管理の徹底を図る。 

また、国や賛助会員の意向に対応した会合等業務を引き受ける。 

・ 万国郵便大会議 （2025 年 9 月） 

・ 世界電気通信開発会議（WTDC-25）（2025 年 11 月） 

②  デジタル海外展開プラットフォーム（JPD3） 
総務省海外展開行動計画 2020 に基づき設立されたデジタル海外展開プラッ
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トフォーム（JPD3）において実施される事業に係る業務を、当年度も再受託して

適切に実施することを目指す。また、JPD3 地方版について、他企業に協力して

コンソーシアムを組んで参加し、その請負を目指す。 

(2) 受託研修業務 

これまで実施してきた JICA 研修や APT 研修において獲得したノウハウを活用

し、APT 等の研修の企画を行い研修の受託、実施を図る。 

 

２ 出版等事業 

「これでわかる ITU 2025 年版」を今年度半ば目途に発行する。発行に当たって

は、賛助会員には無償配付する他、一般向け販売として、昨今の物価向上の影響、

掲載する情報量を勘案して適正な値付けを行う。 

また、最新の ITU 出版物等を紹介、斡旋販売する。なお、賛助会員向けには会員

価格で提供する。 

 

 

第４ 組織運営 

少人数で高いパフォーマンスが発揮でき、働き甲斐のある組織の運営を行うことと

し、改善をもって、賛助会員の声を反映させながら各種業務に取り組む。 

 

１ 評議員会、理事会等の開催 

定款に基づく定時又は臨時の評議員会及び理事会を開催する。また、主要賛助会

員等の実務者による運営連絡会を開催して、協会の運営について意思疎通を図る場

とする。 

 

２ 賛助会員対応等 

賛助会員情報の適時適切な管理を通じた円滑な賛助会員サービスの提供、事業経

営の在り方に対応した賛助会員対応に務めることにより賛助会員の満足度の向上

を画するとともに、新たな分野にも視野を広め、新規賛助会員の勧誘に努める。 

 

３ 部組織の改正による事業の効率的実施 

総務部、企画部、技術研究部及び国際協力部の４部体制から、企画部の出版編集

部門と技術研究部及び国際協力部を統合して新たな部である交流推進部を作る。 

これにより、企画部は協会の収益事業を主に担うものとし、交流推進部では公益

事業を主に担うものとする。企画部においては専門性を高めて協会の収益の確保に

資する活動を行うものとし、交流推進部では研究会と機関誌との連携を高めて効率

的、効果的な事業活動を行うものとする。 

 

４ 職員と組織の専門力の強化 

職員が有するノウハウ、人脈、知識などを組織の財産として捉え、その伝承を着

実に行い、職員の専門力の向上、もって組織として専門力の強化を図ることとする。

このための人材を確保して後進を育成し、組織内でのコミュニケーションを活性化

する施策を講ずる。 

 

５ 協会業務のデジタル化の推進と環境整備 

電子政府の推進等の環境変化に対応しつつ、協会の業務処理のデジタル化の推進、

ワークフロー改善に取り組む。また、オンライン会議システムの活用等、職員の業
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務環境の改善を図るとともに、デジタルスキルの向上に取り組む。 

また、巧妙化しているサイバー攻撃に対応したサイバーセキュリティ対策の取組

み、職員のリスク意識と ICT リテラシーの向上に努める。 
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 ＩＴＵ
 APT
 その他支援

　・ 分担金
　・ ITU会合情報連絡会
　・ ITU・APT会合
　・ 8J1ITU等

▲ 2,091

 情報発信 　・ ホームページ等 ▲ 2,341

 顕彰等
　・ 世界情報社会
　　 電気通信日のつどい

▲ 2,157
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管
理
部
門

　
管
理
業
務

 ・ 賛助会員会費、資産運用益等 ▲ 2,513

 ・ 会員管理、協会運営等
▲ 8,013

収
益

 受託等
　・ 受託業務
　・ 受託研修等

20,887

 出版等
　・ ITU出版物
　・ その他出版物等

令和７（2025）年度
収 支 予 算 書
(正味財産増減計算書)

前年度との差額

事
業
部
門

　
公
益
目
的

 研究会
 講演会等

　・ 各種研究会
　　 講演会、セミナ

3,815

 機関誌発行
　・ ITUジャーナル
　・ New　Breeze

906

事　　業
収支予算  　　　     単位 ： 千円　、（ ）カッコ内は前年度予算

内　容 収  入 支  出




